
表題

下線部が修正箇所である。

令和３年分　申告所得税標本調査

第１0表　租税特別措置法関連項目（参考）

正 誤

（その１）

人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額

人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円

9 23 - - 5,800 892 - - - - - -

9 23 - - 5,573 876 - - - - - -

- - - - 41 3 - - - - - -

- - - - 107 8 - - - - - -

- - - - 18 0 - - - - - -

- - - - 61 5 - - - - - -

人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額

人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円

67 6 383 87 15,684 4,543 - - 1,067 401 23,010 5,952

58 6 366 85 15,324 4,485 - - 1,043 397 22,373 5,872

5 0 5 2 116 19 - - 2 0 169 24

4 0 4 0 137 23 - - 8 0 260 31

- - 3 0 24 5 - - 3 0 48 5

- - 5 0 83 11 - - 11 3 160 19

（その２）

人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額

人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円

272,199 54,410 276 17 196 38 1,844 243 1,560 560 276,075 55,268

75,579 13,266 42 2 32 0 716 73 557 163 76,926 13,504

16,916 3,216 87 6 57 11 245 43 263 93 17,568 3,369

165,753 35,380 81 6 76 17 595 90 451 201 166,956 35,694

5,364 691 58 2 - - 150 7 142 27 5,714 727

8,587 1,858 8 0 31 9 138 30 147 76 8,911 1,973

（その３）

人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額

人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円

9,360 233 76,611 1,360 127,367 3,103 213,338 4,696

1,245 15 10,380 158 17,582 361 29,207 534

2,705 41 15,847 202 28,429 499 46,981 742

3,076 60 34,637 493 56,785 1,163 94,498 1,716

1,719 17 10,796 103 16,689 170 29,204 290

615 100 4,951 405 7,882 909 13,448 1,414

（注） 　第10表は調査項目に関する標本が僅少なため参考値であり、第１～９表とも関連しない。

事　業　所　得　者　等　の　特　別　控　除　関　連　（　続　）

所得税の額から控除される
特別控除額の特例 合　　計

措法10の６

合 計

措法10の５の２ 措法10の５の３

事 業 所 得 者

不 動 産 所 得 者

給 与 所 得 者

雑 所 得 者

他 の 区 分 に
該当しない所得

所得者区分

措法10の５の４ 措法10の５の６

特定中小事業者が経営改
善設備を取得した場合の
所得税額の特別控除

第  １0  表　  租　税　特　別　措　置　法　関　連　項　目　（　参　考　）

所得者区分

事　業　所　得　者　等　の　特　別　控　除　関　連

試験研究を行った場合の
所得税額の特別控除

高度省エネルギー増進
設備等を取得した場合の
所得税額の特別控除

中小事業者が機械等を
取得した場合の

所得税額の特別控除

地域経済牽引事業の促進
区域内において特定事業
用機械等を取得した場合の

所得税額の特別控除

地方活力向上地域等に
おいて特定建物等を

取得した場合の
所得税額の特別控除

地方活力向上地域等
において雇用者の数が

増加した場合の
所得税額の特別控除

措法10 措法10の２ 措法10の３ 措法10の４ 措法10の４の２ 措法10の５

特定中小事業者が特定
経営力向上設備等を

取得した場合の
所得税額の特別控除

給与等の引上げ及び設備
投資を行った場合等の
所得税額の特別控除

事業適応設備を取得した
場合等の所得税額の

特別控除

措法41条の19の４

合 計

住　宅　関　係　特　別　控　除　関　連

住宅借入金等特別控除
特定増改築等

住宅借入金等特別控除
住宅耐震改修特別控除 住宅特定改修特別税額控除

不 動 産 所 得 者

給 与 所 得 者

雑 所 得 者

他 の 区 分 に
該当しない所得

所得者区分

認定住宅新築等
特別税額控除 合　　計

事 業 所 得 者

他 の 区 分 に
該当しない所得

措法41 措法41条の３の２ 措法41条の19の２ 措法41条の19の３

合 計

事 業 所 得 者

不 動 産 所 得 者

給 与 所 得 者

雑 所 得 者

他 の 区 分 に
該当しない所得

所得者区分

寄　附　金　特　別　控　除　関　連

政党等
寄附金特別控除

認定ＮＰＯ法人等
寄附金特別控除

公益社団法人等
寄附金特別控除 合　　計

措法41の18② 措法41の18の２② 措法41の18の３

合 計

事 業 所 得 者

不 動 産 所 得 者

給 与 所 得 者

雑 所 得 者

（その１）

人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額

人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円

9 23 - - 6,127 942 - - - - - -

9 23 - - 5,573 876 - - - - - -

- - - - 143 20 - - - - - -

- - - - 234 30 - - - - - -

- - - - 41 5 - - - - - -

- - - - 136 12 - - - - - -

人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額

人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円

82 7 407 97 16,274 4,780 - - 1,098 409 23,997 6,258

58 6 366 85 15,324 4,485 - - 1,043 397 22,373 5,872

16 1 16 12 410 138 - - 8 3 593 174

8 0 8 0 300 87 - - 17 1 567 118

- - 6 0 56 43 - - 6 1 109 49

- - 11 0 184 26 - - 24 7 355 45

（その２）

人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額

人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円

272,199 54,410 276 17 196 38 1,844 243 1,560 560 276,075 55,268

75,579 13,266 42 2 32 0 716 73 557 163 76,926 13,504

16,916 3,216 87 6 57 11 245 43 263 93 17,568 3,369

165,753 35,380 81 6 76 17 595 90 451 201 166,956 35,694

5,364 691 58 2 - - 150 7 142 27 5,714 727

8,587 1,858 8 0 31 9 138 30 147 76 8,911 1,973

（その３）

人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額

人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円

9,360 233 76,611 1,360 127,367 3,103 213,338 4,696

1,245 15 10,380 158 17,582 361 29,207 534

2,705 41 15,847 202 28,429 499 46,981 742

3,076 60 34,637 493 56,785 1,163 94,498 1,716

1,719 17 10,796 103 16,689 170 29,204 290

615 100 4,951 405 7,882 909 13,448 1,414

（注） 　第10表は調査項目に関する標本が僅少なため参考値であり、第１～９表とも関連しない。

事　業　所　得　者　等　の　特　別　控　除　関　連　（　続　）

所得税の額から控除される
特別控除額の特例 合　　計

措法10の６

合 計

措法10の５の２ 措法10の５の３

事 業 所 得 者

不 動 産 所 得 者

給 与 所 得 者

雑 所 得 者

他 の 区 分 に
該当しない所得

所得者区分

措法10の５の４ 措法10の５の６

特定中小事業者が経営改
善設備を取得した場合の
所得税額の特別控除

第  １0  表　  租　税　特　別　措　置　法　関　連　項　目　（　参　考　）

所得者区分

事　業　所　得　者　等　の　特　別　控　除　関　連

試験研究を行った場合の
所得税額の特別控除

高度省エネルギー増進
設備等を取得した場合の
所得税額の特別控除

中小事業者が機械等を
取得した場合の

所得税額の特別控除

地域経済牽引事業の促進
区域内において特定事業
用機械等を取得した場合の

所得税額の特別控除

地方活力向上地域等に
おいて特定建物等を

取得した場合の
所得税額の特別控除

地方活力向上地域等
において雇用者の数が

増加した場合の
所得税額の特別控除

措法10 措法10の２ 措法10の３ 措法10の４ 措法10の４の２ 措法10の５

特定中小事業者が特定
経営力向上設備等を

取得した場合の
所得税額の特別控除

給与等の引上げ及び設備
投資を行った場合等の
所得税額の特別控除

事業適応設備を取得した
場合等の所得税額の

特別控除

措法41条の19の４

合 計

住　宅　関　係　特　別　控　除　関　連

住宅借入金等特別控除
特定増改築等

住宅借入金等特別控除
住宅耐震改修特別控除 住宅特定改修特別税額控除

不 動 産 所 得 者

給 与 所 得 者

雑 所 得 者

他 の 区 分 に
該当しない所得

所得者区分

認定住宅新築等
特別税額控除 合　　計

事 業 所 得 者

他 の 区 分 に
該当しない所得

措法41 措法41条の３の２ 措法41条の19の２ 措法41条の19の３

合 計

事 業 所 得 者

不 動 産 所 得 者

給 与 所 得 者

雑 所 得 者

他 の 区 分 に
該当しない所得

所得者区分

寄　附　金　特　別　控　除　関　連

政党等
寄附金特別控除

認定ＮＰＯ法人等
寄附金特別控除

公益社団法人等
寄附金特別控除 合　　計

措法41の18② 措法41の18の２② 措法41の18の３

合 計

事 業 所 得 者

不 動 産 所 得 者

給 与 所 得 者

雑 所 得 者


